
C　労働

C-2 産業別１５歳以上就業者数（各年１０月１日）  

農業 林業 漁業 鉱業 建設業 製造業 電気等 情報 運輸業 金融等 不動産等 卸売・小売 飲食等 宿泊等 教育等 医療等 複合 分類されない 生活関連 技術・専門 公務

A A B C D E F G H J K I M M O P Q R N L S T
(西暦） 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

1950 昭和２５年 6,371 1,895 6 626 5 203 1,036 253 14 2,527 1,244 2,586

1955 昭和３０年 6,657 1,818 4 479 11 372 897 228 5 2,301 1,280 3,071

1960 昭和３５年 6,903 1,621 20 370 2 458 1,157 24 234 2 2,011 1,617 3,273

1965 昭和４０年 7,358 1,488 8 319 3 545 1,395 16 289 1 1,815 1,943 3,599

1970 昭和４５年 7,538 1,285 1 255 2 643 1,390 27 167 17 275 6 1,541 2,035 3,956

1975 昭和５０年 6,919 1,191 1 245 4 663 1,064 31 179 33 284 29 1,437 1,731 3,722

1980 昭和５５年 7,401 1,176 2 220 - 797 1,038 31 184 24 294 8 1,398 1,835 4,160

1985 昭和６０年 7,452 1,132 3 202 1 763 1,031 34 234 20 281 10 1,337 1,795 4,310

1990 平成２年 7,305 1,033 1 174 1 772 1,110 25 181 42 261 1 1,208 1,883 4,213

1995 平成７年 7,450 992 1 162 3 907 1,147 28 190 21 253 5 1,155 2,057 4,233

2000 平成１２年 7,025 946 2 138 1 785 1,118 26 138 25 246 7 1,086 1,904 4,028

2005 平成１７年 6,846 990 - 110 - 704 983 21 42 239 134 20 1,378 262 644 112 596 254 14 1,100 1,687 4,045

2010 平成２２年 6,204 905 3 97 - 555 883 19 32 256 119 33 1,152 248 705 52 255 199 69 241 50 1,005 1,438 3,711

2015 平成２７年 － － - － － ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ － － － － － － － － － － － － － －

（再掲）
第３次

－

1,468

1,197

1,373

1,483

1,579

1,817

1,673

1,925

1,927

1,849

1,277273 92

405 132

126329

第３次産業
分類不能の職業

（再掲）
第１次

（再掲）
第２次

総数 第１次産業 第２次産業

145

355

361

387

446

426

418

433

456

1,556

1,486

343

331

1,824

1,752

1,089

1,284

1,388

691

1,015

995

1,124

日本標準産業分類・大分類（平成１９年１１月改定・第１２回）

A 農業、林業 第１次産業

B 漁業

C 鉱業､採石業、砂利採取業

D 建設業 第２次産業

E 製造業

※標記分類は、昭和２４年制定から産業構造の変化に応じ、１２回改定されています。

資料：総務省統計局「国勢調査報告」

F 電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業

G 情報通信業

H 運輸業、郵便業

I 卸売業、小売業

J 金融業、保険業

K 不動産業、物品賃貸業

L 学術研究、専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

M 宿泊業、飲食ｻｰﾋﾞｽ業 第３次産業
N 生活関連ｻｰﾋﾞｽ業

O 教育、学習支援業
P 医療、福祉
Q 複合ｻｰﾋﾞｽ事業・・・郵便局・協同組合

R ｻｰﾋﾞｽ業（他に分類されないもの）
S 公務（他に分類されるものを除く）
T 分類不能の産業


